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◆これまでの経緯◆これまでの経緯◆これまでの経緯◆これまでの経緯    

本市は、鶴岡市、藤島町、羽黒町、櫛引町、朝日村、温海町の 1 市 4 町 1 村の合併

後の新市を建設していくための基本方針と主要な施策などを定めた新市建設計画に

おいて、新市の施策「誇れる文化の継承・発展と交流の拡大」の中で、文化活動の中

核施設等の整備を掲げました。その後には、鶴岡市総合計画（平成 21 年 1 月策定）

の第 3 章「未来を担う子どもたちが、よりよい環境のもとでいきいきと育ち、それぞ

れの世代がともに学びあえる地域社会を創ります」における、第 4 節「芸術の振興と

文化資源の保存継承（1）市民の芸術活動の環境の充実」の主な施策として、「文化都

心である中心市街地地区に現代的な機能を備えた文化会館を改築整備するとともに、

国内外の優れた芸術の鑑賞機会の充実を図る」ことを掲げました。 

旧文化会館は、昭和 46 年の開館以来、音楽や演劇などの鑑賞の場、芸術文化団体

や児童生徒たちの発表の場など、様々な文化活動の拠点施設として多くの市民に利用

されてきましたが、建設から約 40 年が経過し、経年劣化が著しいことから、上記の

施策を踏まえ、「文化会館整備に関する庁内検討会議」を経て、合併特例債を活用し

ての改築による整備を進めることにしました。 

その後、平成 24 年に策定した【『支える・育てる・高める』未来につなぐ芸術文化

の拠点】を基本理念とする「鶴岡市文化会館整備基本計画」に基づき、設計者を公募

型のプロポーザル方式(※1)で選定し、基本設計・実施設計を経て、平成 26 年 10 月か

らは平成 29 年 8 月末の竣工に向けて改築工事に着手しました。 

竣工後の管理運営計画については、平成 26 年に管理運営の基本方針や事業計画、運

営主体・組織などを定めた「鶴岡市文化会館管理運営計画」において、「鶴岡市文化

会館管理運営実施計画」を策定することとしております。この「鶴岡市文化会館管理

運営実施計画」の具体的な内容の検討にあたっては、市民の声を集約していく場とし

て管理運営ワークショップ(※2)を開催するとともに、全国各地での劇場づくりの経験

が豊富な専門家や地元の有識者からなる「鶴岡市文化会館管理運営実施計画アドバイ

ザー会議」での議論を踏まえ、策定しました。 

平成 21 年 1 月 ・鶴岡市総合計画鶴岡市総合計画鶴岡市総合計画鶴岡市総合計画策定 

平成 22 年 11 月 ・文化会館整備に関する庁内検討会議を立ち上げる 

平成 23 年 6 月 ・文化会館整備検討委員会を設置 

平成 24 年 3 月 

      8 月 

     12 月 

・鶴岡市文化会館整備基本計画鶴岡市文化会館整備基本計画鶴岡市文化会館整備基本計画鶴岡市文化会館整備基本計画策定 

・妹島・新穂・石川共同体と文化会館改築設計業務委託契約を締結 

・文化会館管理運営計画検討委員会を設置 

平成 25 年 11 月 ・実施設計が完了 

平成 26 年 3 月 

      10 月 

・鶴岡市文化会館管理運営計画鶴岡市文化会館管理運営計画鶴岡市文化会館管理運営計画鶴岡市文化会館管理運営計画策定 

・竹中工務店・菅原建設・鈴木工務店特定建設工事共同企業体と文化会

館改築工事契約を締結 

平成 27 年 ・鶴岡市文化会館管理運営実施計画鶴岡市文化会館管理運営実施計画鶴岡市文化会館管理運営実施計画鶴岡市文化会館管理運営実施計画策定 

「平成 21 年～平成 27 年までの経緯」 

はじめに 
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◆文化会館◆文化会館◆文化会館◆文化会館整備整備整備整備の基本理念と基本方針の基本理念と基本方針の基本理念と基本方針の基本理念と基本方針    

平成 24 年に策定した「鶴岡市文化会館整備基本計画」では、「文化会館は、舞台芸

術を中心とした市民の多様な文化活動を支え、未来の担い手を育み、芸術・文化性を

高め、人々が集い、交流し、未来につなぐ芸術文化の拠点を目指します。」とし、基

本理念を【「支える 育てる 高める」未来につなぐ芸術文化の拠点】として整備す

ることを定めました。また、整備の基本方針として「市民の舞台芸術を中心とした多

様な文化活動を支えるため、様々な目的に対応する

現代的な機能を備える、活動の拠点として整備する」

「未来を担う子どもたちを育て、次代につなぐ市民

主体の芸術文化活動を一層促進するため、練習や公

演の場として必要な機能を備え、創造の拠点として

整備する」「市民の芸術・文化性を高めるため、国内

外の優れた舞台芸術等に触れることができる、鑑賞

の拠点として整備する」の 3 つを定めました。 

 

◆文化会館管理運営の基本方針◆文化会館管理運営の基本方針◆文化会館管理運営の基本方針◆文化会館管理運営の基本方針    

新文化会館は、ハード整備だけではなくソフト事業と一体的に、車の両輪となって、

市民の多様な文化活動の拠点となり、心豊かな地域づくりを推進していくことが求め

られます。そのために、平成 24 年に「鶴岡市文化会館管理運営計画検討委員会」を

設置し、平成 26 年には「鶴岡市文化会館管理運営計画｣を策定しました。 

この計画では、新文化会館を鶴岡市の芸術文化の拠点として管理運営していくにあ

たって、以下の 6 つの基本方針を掲げました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※※※※1111    プロポーザル方式プロポーザル方式プロポーザル方式プロポーザル方式    

建築物の設計者を選定する際に、複数の設計者から企画を提案してもらい、その中から優れた提案を行った

者を選定する方法。 

※※※※2222    ワークショップワークショップワークショップワークショップ    

学び、創造、問題解決やトレーニングの手法。まちづくりなどにおいては、地域にかかわる様々な立場の人々

が自ら参加して、地域の課題を解決するための改善計画を立てたり、進めていく共同作業のこと。 

「「「「文化会館文化会館文化会館文化会館管理運営管理運営管理運営管理運営のののの 6666 つの基本方針つの基本方針つの基本方針つの基本方針」」」」 

【活動活動活動活動の拠点】の拠点】の拠点】の拠点】多様な文化活動を支え、活性化する機会を創出します    

【育成育成育成育成の拠点】の拠点】の拠点】の拠点】未来を担う子どもたちや文化活動を行う市民を育てる機会を創出します    

【創造創造創造創造の拠点】の拠点】の拠点】の拠点】創造の輪を広げ、新しい文化に触れる機会を創出します    

【鑑賞鑑賞鑑賞鑑賞の拠点】の拠点】の拠点】の拠点】優れた舞台芸術に触れ、豊かな心を育む機会を創出します    

【発信発信発信発信の拠点】の拠点】の拠点】の拠点】地域資源・魅力を発信し、広く認知してもらう機会を創出します    

【交流交流交流交流の拠点】の拠点】の拠点】の拠点】多様な人々が集い、出会いつながる機会を創出します    
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◆国の動向◆国の動向◆国の動向◆国の動向    

文化芸術の振興についての基本理念を定めた初めての法律として、平成13年12月に

「文化芸術振興基本法」（以下、基本法）が施行されました。基本法では、心豊かな

国民生活及び活力ある社会の実現に寄与することを目的に、文化芸術の振興について、

国と地方公共団体の責務も明らかにしています。 

この基本法に基づき、文化芸術の振興に関する基本的な方針（以下、基本方針）が

策定され、第4次基本方針（平成27年5月22日閣議決定）においては、社会を挙げての

文化芸術の振興として、次世代を担う若者の育成や文化芸術の地域振興等への活用な

ど5つの重点戦略を掲げ、その基本的な施策が講じられています。 

また、平成24年6月には、「基本法の基本理念に則り、劇場、音楽堂等の活性化を図

ることで、実演芸術の水準の向上を通じて実演芸術を振興し、心豊かな国民生活及び

活力ある地域社会の実現に寄与すること」を目的とした「劇場、音楽堂等の活性化に

関する法律」（以下、劇場法）が施行されました。 

劇場法において劇場、音楽堂等は、「人々の共感と参加を得ることにより新しい広

場として、地域コミュニティの創造と再生を通じて、地域の発展を支える機能も期待

されている」とし、地方公共団体の役割として、「自主的かつ主体的に、その地域の

特性に応じた施策を策定し、及び当該地方公共団体の区域内の劇場、音楽堂等を積極

的に活用しつつ実施する役割を果たすよう努めるものとする。」ことが明記されてお

り、劇場、音楽堂等の具体的な事業として、以下の項目が掲げられています。 

 

「劇場法第3条 劇場、音楽堂等の事業 より」 

  

劇場、音楽堂等の事業は、おおむね次に掲げるものとする。 

1 実演芸術の公演を企画し、又は行うこと。 

2 実演芸術の公演又は発表を行う者の利用に供すること。 

3 実演芸術に関する普及啓発を行うこと。 

4 他の劇場、音楽堂等その他の関係機関等と連携した取組を行うこと。 

5 実演芸術に係る国際的な交流を行うこと。 

6 実演芸術に関する調査研究、資料の収集及び情報の提供を行うこと。 

7 前各号に掲げる事業の実施に必要な人材の養成を行うこと。 

8 前各号に掲げるもののほか、地域社会の絆の維持及び強化を図るとともに、共生社会の実現

に資するための事業を行うこと。 
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1 事業の方針 

  新文化会館で実施する事業は、運営主体自らが作品創造や人材育成を行う自主

事業と、市民や公演を行う組織などに施設を貸し出す貸館事業に分類されます。

さらに自主事業は、運営主体が主体となる主催事業と、他の団体と協働で行う共

催・提携事業に分かれます。 

旧文化会館においては、貸館事業中心の管理運営が行われてきましたが、新文

化会館においては、自主事業として、市民が多様なジャンルの芸術文化に触れる

ことができるプログラムや、次代を担う子どもたちの豊かな感性と心を育むため

のプログラム、市民とともに地域の独自性を活かした魅力あるプログラムを創出

し、積極的に展開していきます。また、貸館事業を「施設提供事業」として自主

事業のひとつと考え、それらも含めて全体のバランスを取りながら、効果的に事

業を実施していきます。 

新文化会館管理運営の 6 つの基本方針に基づき、以下の事業を実施していくこ

とにより、施設の存在意義がより明確になり、地域への文化貢献度がさらに高く

なることが期待できます。 

 【6 つの基本方針】         【6 つの事業】 

 

 

 

 

 

 

 

     「新文化会館の事業の方針」 

① 施設提供事業〈活動の拠点〉 

・文化活動の支援事業 

・フランチャイズ団体の認定事業 

② 育成事業〈育成の拠点〉 

・次世代の育成事業 

・芸術文化団体等の育成事業 

・地元運営スタッフの育成事業 

③ 参加・体験事業〈創造の拠点〉 

・市民参加型の創作事業 

・芸術文化の体験事業 

④ 鑑賞事業〈鑑賞の拠点〉 

・優れた舞台芸術の鑑賞事業 

・鶴岡ゆかりの出演者による舞台芸術等の鑑賞事業 

⑤ 地域発信事業〈発信の拠点〉 

・鶴岡の芸術文化情報の蓄積・発信事業 

・伝統文化の普及・継承事業 

⑥ 交流・にぎわい創出事業〈交流の拠点〉 

・連携・交流促進事業 

・施設の活用によるにぎわい創出事業 

1 活動の拠点 

2 育成の拠点 

3 創造の拠点 

4 鑑賞の拠点 

5 発信の拠点 

6 交流の拠点 

① 施設提供事業 

② 育成事業 

③ 参加・体験事業 

④ 鑑賞事業 

⑤ 地域発信事業 

⑥ 交流・にぎわい創出事業 

Ⅰ.事業計画 
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① 施設提供事業 ≪活動の拠点≫ 

市民の多様な文化活動を支えさらに活性化するため、またさらなる芸術文化へ

の創作意欲を高めるために、練習やリハーサルの場、成果発表の場として施設を

提供し、より多くの市民の多様な活動の拠点になることを目指します。 

 

    ■■■■文化活動の支援事業 

芸術文化団体等の自主公演や、市民の多様な施設利用に対して、専門的な見地か

らの相談対応など、文化活動の活性化につなげるための支援事業を実施します。 

また、施設の稼働率や集客力の向上のため、ホームページなどにより施設の空き

状況や催し物などの積極的な情報提供を行います。 

【想定される取り組み等】 

文化活動の支援 

・日常的な活動場所や発表場所を提供するため、利用しやすい料金体

系の設定 

・独自のホームページによる、施設の基本情報や空き状況の公開、新

文化会館の行事などの周知、広報活動 

・プレイガイド(※1)の設置 

・施設見学会の実施 

・施設の利活用に関する助言やサポート 

・情報交換・提供スペースの設置 など 

    

■■■■フランチャイズ団体(※2)の認定事業    

芸術文化を身近に感じられる機会を提供することを目的に、フランチャイズ団体

(文化会館付アーティスト)を認定し、優先的な施設提供を行う代わりにアウトリー

チ(※3)活動に取り組んでもらうなど、本市の新文化会館の立地環境を考慮したうえ

で、将来的には、フランチャイズ団体の認定を目指していきます。 

【想定される取り組み等】 

フランチャイズ団体の

認定 

・オーケストラや合唱団体等の音楽活動など、定期練習場所としての

利用の公認 

・アウトリーチ活動の実施 など 

 

 

    

    

    

    

※※※※1111    プレイガイドプレイガイドプレイガイドプレイガイド    

チケットの予約、発券等を代行する業務や、その窓口。    

※※※※2222    フランチャイズ団体フランチャイズ団体フランチャイズ団体フランチャイズ団体    

文化施設が認定した上演団体との連携により、定期的な公演などを行ってもらう団体のこと。上演団体に定

期的な施設利用を行ってもらう代わりに、公演に併せた公開リハーサルや、学校や福祉施設などに直接出向い

て育成事業を行ってもらう場合もある。 

※※※※3333    アウトリーチアウトリーチアウトリーチアウトリーチ    

芸術文化に触れる機会を増やすために、アーティストなどが学校や福祉施設などに直接出向いて育成事業等

を行い、裾野を広げること。  
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② 育成事業 ≪育成の拠点≫ 

本市のさらなる文化力向上に向けて、新たに文化活動を行う市民を増やすために、

次世代を担う子どもたちを育成していくための事業や、文化活動を行う市民および

それを支える人材を育成するための事業を実施します。 

 

■■■■次世代の育成事業    

将来を担う子どもたちや次世代の活動の中心となる人材が育まれる土壌をつく

るために、芸術文化への関心を高める鑑賞事業を実施します。 

【想定される取り組み等】 

次世代の育成 

・子どもたちを対象としたコンサート 

・子どもたちとプロの合同演奏会 

・子どもたちを対象とした演劇教室 など 

    

■■■■芸術文化団体等の育成事業 

芸術文化団体等の資質の向上を図るため、プロの演奏家や指導者を招いた講習会

などの開催を支援します。 

【想定される取り組み等】 

芸術文化団体等の育成 
・音楽（器楽・合唱）、演劇などの講師による講習会の開催 

・プロの演奏家や指導者によるワークショップなどの開催 など 

    

■■■■地元運営スタッフの育成事業 

照明や音響などのノウハウやテクニックを持ち、実際の舞台の運営面に関わるこ

とができる地元の人材を育成していきます。 

【想定される取り組み等】 

地元運営スタッフの育成 
・施設設備を使った地元運営スタッフの育成 

・機材や施設利用など利用者講習会の開催 など 

 

③ 参加・体験事業 ≪創造の拠点≫ 

文化活動を行っている個人や団体だけでなく、広く市民が参加できる作品創造の

機会を提供します。また、子どもや大人が楽しみながら体験できる事業を行い、子

どもから大人まで様々な世代の活発な創造の輪が広がるように、多様な芸術文化に

触れられる機会を創出します。 

 

■■■■市民参加型の創作事業    

市民オペラや市民ミュージカルなど、市民自らが参加し創り上げる市民参加型の

創作事業の実施を支援します。 

【想定される取り組み等】 

市民参加型の創作 ・市民オペラ、市民ミュージカル、市民総合舞台公演 など 
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■■■■芸術文化の体験事業    

市民が芸術文化に触れるきっかけとして、気軽に取り組める様々な分野の体験事

業を実施していきます。 

また、小学校や中学校の合同音楽会など、子どもたちが芸術文化を体験できる機

会をつくります。 

【想定される取り組み等】 

芸術文化の体験 

・子どもたちが参加できる音楽会などの開催 

・邦楽、演劇、合唱、器楽、舞踊などの体験事業 

・鑑賞事業と連携したアウトリーチ活動の実施 

・小学校合同音楽会、中学校合同音楽会 など 

 

④ 鑑賞事業 ≪鑑賞の拠点≫ 

国や財団等の助成事業を積極的に活用しながら、国内外の音楽、演劇、舞踊など

の優れた舞台芸術の鑑賞機会を提供し、感動や生きる喜びをもたらし、感性の伸長

による本市の芸術文化の向上を図ります。 

また、鑑賞活動を楽しむ層を広げ、日常生活への芸術文化の浸透を図ります。 

 

    ■■■■優れた舞台芸術の鑑賞事業 

市民へ質の高い芸術文化に触れる機会をつくるため、国内外の様々な分野の優れ

た舞台芸術を鑑賞する事業を行います。 

【想定される取り組み等】 

優れた舞台芸術の鑑賞 

・オーケストラの定期公演 

・国内外の優れた舞台芸術の公演 

・音楽、演劇、舞踊など広範囲なジャンルの公演 など 

    

■■■■鶴岡ゆかりの出演者による舞台芸術等の鑑賞事業    

鶴岡ゆかりのアーティストや文化人などによる演奏会や講演会の開催や、地域特

性を活かした鶴岡ならではの自主企画公演などの事業を実施します。 

【想定される取り組み等】 

鶴岡ゆかりの出演者に 

よる舞台芸術等の鑑賞 

・鶴岡ゆかりのアーティストや文化人による演奏会、講演会 

・鶴岡出身の若手音楽家のコンサート など 

 

⑤ 地域発信事業 ≪発信の拠点≫ 

鶴岡の地域資源を発掘する事業を行い、市民が鶴岡独自の魅力や新しい価値を見

出しながら、外部に広く発信することで、地域ブランド力を高めていきます。 

 

■■■■鶴岡の芸術文化情報の蓄積・発信事業    

地域ブランド力を高めるため、本市で行われる様々な事業や地域資源などの情報

を収集・蓄積し、広く発信していきます。 
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【想定される取り組み等】 

鶴岡の芸術文化情報の 

蓄積・発信 

・情報通信技術を活用した、事業や地域資源の収集・蓄積・発信 

・鶴岡の芸術文化にちなんだイベントの開催 など 

    

■■■■伝統文化の普及・継承事業    

鶴岡の地域ブランドを育て、文化の継承や新たな担い手の育成につなげるため、

日本古来の邦楽・邦舞や鶴岡独自の伝統芸能を披露・育成する事業を行います。 

【想定される取り組み等】 

伝統文化の普及・継承 
・邦楽、邦舞や地域の伝統芸能の公演 

・伝統文化の継承の支援 など 

 

⑥ 交流・にぎわい創出事業 ≪交流の拠点≫ 

芸術文化を通じて交流できる場を提供することで、市民、芸術文化団体、スタッ

フ、アーティスト等、多様な人々や様々な情報が集まり、出会いそしてつながり、

そこから新たな文化や交流が生まれていく、まちづくりの拠点を目指します。 

また、多様な文化活動の拠点としてだけではなく、常に人の動きがある開かれた

文化会館を目指し、街のにぎわいへとつながる事業を行います。 

 

■■■■連携・交流促進事業    

施設全体を使った芸術文化事業や、市内外の文化施設と連携した事業、様々な分

野で活動する団体や個人とのジャンルを横断した事業、鶴岡のオリジナリティーを

活かした事業等を実施し、芸術文化を通じた出会いや交流の機会をつくります。 

【想定される取り組み等】 

連携・交流促進 

・施設全体を使った芸術文化事業 

・市内外の文化施設や、様々な機関等との連携事業 

・食文化創造都市として食文化イベントとのコラボレーション(※1) 

・映画文化とのコラボレーション 

・友好都市や姉妹都市との交流事業 など 

    

■■■■施設の活用によるにぎわい創出事業    

新文化会館の建築物としての魅力を活かしながら、エントランス(※2)を活用した

展示やコンサートの開催など、誰もが気軽に立ち寄り楽しめる空間を演出します。 

【想定される取り組み等】 

施設活用による 

にぎわい創出 

・建築物としての魅力の発信 

・芸術文化に関わる郷土ゆかりの人びとの展示事業 

・鶴岡アートフォーラムと連携した展示事業 

・エントランスなどでのミニコンサート 

・カフェなど公演が無いときにも立ち寄れる空間づくり など 

 

 

※※※※1111    コラボレーションコラボレーションコラボレーションコラボレーション    共演、合作、共同作業などをすること。 

※※※※2222    エントランスエントランスエントランスエントランス    大きな建物の玄関を入った所にある広間。  
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2 事業の展望 

     新文化会館の 6 つの事業を実現していくために、以下のような中長期的な展望を

開き、段階的に事業の質を高め、活動の幅を広げていきます。 

 

「事業の展望イメージ」 

 

 

① 開館前 

新文化会館の基本方針に沿った自主事業を実現させていくには、開館前にプレイ

ベントなどを実施し、芸術文化の土壌づくりを行うことが重要です。  

プレイベントなどを行うことによって、地域の芸術文化の資源などを掘り起こし、

芸術文化に関わっている人材を見つけ、個人や団体と連携し、ネットワークづくり

を行います。さらに、新文化会館に関わっていく次世代の人材の育成やノウハウの

蓄積も行っていきます。また、施設を提供する以前から、工事現場の進捗状況のお

知らせや見学会などの PR 活動や愛称募集などを通して、市民への施設の愛着や期

待感を盛り上げていくことも大切です。 

 プレイベントについては、「3.開館年に向けての事業計画」で整理します。 

「開館前の事業の方向性」 

【方向性】 

・市民によるネットワークづくり 

・次世代の人材の育成、ノウハウの蓄積 

・新文化会館開館への愛着感や期待感の醸成 

 

② 開館（開館年） 

  新文化会館の開館 1 年目は、多くの市民や市民サポーター、行政がともに協力し

あい、プレイベントなどを通して培った芸術文化の人材や資源、ノウハウ、ネット

ワークを最大限に活かしていきます。記念式典、記念講演会、トップアーティスト

 施設提供事業

《活動の拠点》

育成事業

《育成の拠点》

 参加・体験事業

《創造の拠点》

鑑賞事業

《鑑賞の拠点》

地域発信事業

《発信の拠点》

交流・にぎわい創

出事業

《交流の拠点》

◆文化活動の支援事業、フランチャイズ団体の認定事業

◆次世代の育成、芸術文化団体等の育成・地元運営スタッフの育成

◆市民参加型の創作、芸術文化の体験

◆優れた舞台芸術の鑑賞、鶴岡ゆかりの出演者による舞台芸術等の鑑賞

開館前開館前開館前開館前 開館開館開館開館

（開館年）（開館年）（開館年）（開館年）

初期初期初期初期

（開館年～おおよそ５年後）（開館年～おおよそ５年後）（開館年～おおよそ５年後）（開館年～おおよそ５年後）

成長成長成長成長期期期期

（おおよそ５年～１０年後）（おおよそ５年～１０年後）（おおよそ５年～１０年後）（おおよそ５年～１０年後）

◆鶴岡の芸術文化の蓄積、伝統文化の普及、継承

◆連携、交流促進、施設活用によるにぎわい創出



 

10 

 

の公演、市民参加による公演、鶴岡ゆかりの出演者による公演など、複数の事業を

組み合わせた開館記念事業を実施していきます。 

また、多くの市民のニーズに柔軟に対応できる芸術文化活動の拠点としての基盤

をつくっていきます。 

開館記念事業については、「3.開館年に向けての事業計画」で整理します。 

「開館年の事業の方向性 」 

【方向性】 

・多くの市民や関係者に向けた記念式典、記念講演会 

・トップアーティストの公演、市民参加による公演、鶴岡ゆかりの出演者による公演 

・芸術文化活動の拠点としての基盤づくり 

 

③ 初期（開館年～おおよそ 5 年後） 

開館からおおよそ 5 年間は、新文化会館に関わる人材の専門知識の向上や、スタ

ッフの育成、ノウハウの蓄積、人脈といったネットワークづくりなどを行いながら、

施設提供事業や鑑賞事業の安定化を図っていきます。同時に、鶴岡独自の地域資源

などに新しい価値を見出しながら、地域のブランドとしていくために、鶴岡ゆかり

の出演者による公演、情報通信技術や様々なメディアなどを使った本市の芸術文化

の情報発信などの地域発信事業、参加・体験事業、交流・にぎわい創出事業などに

取り組み、新文化会館をまちづくりの拠点とすることを目指していきます。 

「初期の事業の方向性」 

 

④ 成長期（おおよそ 5 年～10 年後） 

開館からおおむね 5 年から 10 年までの期間をファーストステージとし、これま

での事業計画や結果を省み、PDCA サイクル(※)などにより新文化会館の基本方針の

達成度を確認していきます。そしてセカンドステージに向かい、新文化会館の稼働

率や集客力、各事業の評価などを、事業・運営の実績調査や、市民からのアンケー

トなどにより行います。また、評価内容を管理運営に反映し、改善や事業計画の練

り直しなどを行い、市民のニーズや次の時代を見越した、より良い自主事業を行っ

ていくことで、持続可能な新文化会館を目指していきます。 

評価については、「4.事業の評価」で詳しく整理しています。 

 

 

 

 

※※※※    PDCAPDCAPDCAPDCA サイクルサイクルサイクルサイクル    

Plan（計画）Do（実行）Check（評価）Action（改善）の 4段階を繰り返すことによって、業務を継続的に改

善すること。 

  

【方向性】 

・施設提供事業や鑑賞事業の実施による新文化会館の安定的運営 

・参加・体験事業、地域発信事業、交流・にぎわい創出事業などによるまちづくりの拠点化 
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「成長期の事業の方向性」 

【方向性】 

・6 つの事業（施設提供事業、育成事業、参加・体験事業、鑑賞事業、地域発信事業、交流・

にぎわい創出事業）の充実 

・PDCA サイクルなどにより、基本方針や事業計画の達成度を確認し、次のステージへ向けて市

民のニーズや次の時代にあった計画の作成 

 

 

3 開館年に向けての事業計画 

新文化会館の開館に向けて「プレイベント」「記念式典」「開館記念公演」の 3 つの

事業の検討、準備、実施を行っていきます。 

 

（1）プレイベント 

開館の約 1 年前よりプレイベントを実施するため、平成 27 年度～平成 28 年度に

かけてプレイベントの内容の検討・準備を行います。 

また、愛称の募集や工事現場の見学会の開催、市民サポーター活動の支援など、

様々なプレイベントを行うことにより、市民の新文化会館への愛着感や、開館への

期待感の醸成、市民によるネットワークづくりなどを行い、開館記念事業の成功へ

とつなげていきます。  

「プレイベントの想定される取り組み等」 

【想定される取り組み等】 

・愛称の募集、シンボルマークのデザイン 

・工事現場の見学会の開催、建設記録の作成・活用 

・改築工事の進捗状況の定期的な発信 

・市民サポーター活動の支援 など 

 

（2）記念式典 

開館の約 1 年～1 年半前の平成 28 年度から、多くの市民や関係者に新文化会館完

成を祝してもらえるように、記念式典の検討、準備を行います。 

記念式典では、施設の一般公開や記念講演会などにより、完成を市民と共に祝し

ます。 

「記念式典の想定される取り組み等」 

【想定される取り組み等】 

・記念式典 

・記念講演会 など 
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（3）開館記念公演 

開館記念公演は、新文化会館のその後の施設のイメージ形成に大きく影響を与え、

開館後の事業の方向性を決めるものとなります。市民とともにつくり上げていく事

業を含め、公演内容によっては相応の準備期間を要するため、平成 27 年度には実

施方針を決定し、財源や市民ニーズなどを考慮しつつ、早い段階で出演者と交渉し、

合意を得る必要があります。また、多くの市民に開館記念公演を鑑賞してもらえる

ように、プレイベントから培ってきたノウハウや人脈、情報通信技術やメディアな

どによる広報などをフルに活用し、準備態勢を整えていきます。 

開館時期だけの一過性の盛り上がりとするのではなく、翌年度以降の自主事業方

針につなぐための大きな契機として、開館からの約 1 年間をオープニングイヤーと

して開館記念公演を実施します。開館記念公演では、招へい型や市民参加型など

様々な形態の事業をバランス良く展開することで、数多くの市民に足を運んでもら

うようにします。また、新文化会館の施設や設備の機能の披露も兼ねて、通常の自

主事業ではできない大規模公演なども実施します。 

 

「開館記念公演の想定される取り組み等」 

【想定される取り組み等】 

・トップアーティストの公演  

・市民参加による公演 

・鶴岡ゆかりの出演者による公演 

・フルオーケストラによるクラシックコンサート 

・プロの劇団によるミュージカル公演 

・プロによるオペラ公演 

・歌舞伎公演 

・お笑い芸人等による喜劇公演 など 
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4 事業の評価 

（1）評価の考え方 

事業は、新文化会館の 6 つの基本方針に基づき、適切な事業計画が立てられ、実

施されているか、PDCA サイクルなどを用いながら、期間を定め目標の達成度合いを

評価していきます。 

評価は、数値などに基づく定量的評価だけでなく、勤務態度や取組方針、企業倫

理などに基づく定性的評価も行い、その結果を次年度の事業計画に反映させ、改善

へつなげ、より良い事業を行い、事業の質やサービスを向上させていきます。 

 

（参考）「PDCA サイクルの例」（劇場・音楽堂等人材養成講座テキスト基礎編より） 

 

 

 

（2）評価の方法 

評価は、以下の方法があります。 

「評価の方法」（想定） 

職員、管理職などに 

よる評価 

・業務に携わる職員、管理者による業務の自己評価を実施する 

・職員、管理者による事業、管理、運営に対する評価を実施する 

実績調査などによ 

る評価 

・年次毎の事業報告書の作成による事業の実績調査を実施する 

・専門家や専門機関による実績調査を実施する 

運営委員会の設置 

による評価 

・市民、有識者、専門家、行政などによる運営委員会を設置し、事業、管

理、運営の評価を行う 

市民アンケートに 

よる評価 

・事業の参加者、鑑賞者などに対する事業評価のアンケート実施する 

・新文化会館の利用者に対するアンケートを実施する 
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1 施設運営の考え方 

（1）施設運営の基本方針 

施設運営における基本的な考え方は、以下のとおりとします。 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2）利用内容のバランス 

点検や休館日等を除いた利用可能日の中で、市民や芸術文化団体、民間団体等へ

施設を貸し出す「施設提供」と、新文化会館の主催・共催事業で利用する「事業利

用」が考えられます。施設の活性化のために、利用内容のバランスを考えながら、

新文化会館の存在を広く PR し、高い稼働率を目指します。 

「利用内容のバランスイメージ」（想定） 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ.施設運営 

◆市民の芸術文化活動の支援 

職員は、利用者の相談に対するアドバイスや、必要に応じて専門業者を紹介す

るなどのフォローを積極的に行い、芸術文化活動の活性化、創作意欲の向上、文

化の発展につながるように支援していきます。 

◆分かりやすい利用規則 

施設運営の基本的な事項となる、条例・条例施行規則をはじめとした利用規則

は、本市の既存施設や近隣の類似施設にも配慮しながら、利用受付を開始する時

期を視野に入れたうえで、分かりやすいルールを計画します。また、開館後に利

用者やスタッフの声を規則に反映させることも検討していきます。 

◆利用者の利便性を確保した安全・安心な施設 

公の施設として、公平性・透明性を担保しつつ、施設の設置目的を実現するた

めに、使いやすく心地よく利用できる施設を基本とし、利用者にとって利便性の

高い施設を目指します。 

また、施設の維持管理に努めながら、緊急時の対策計画も整備し、安全・安心

な施設を提供します。 

利用可能日 

点検・休館日等 

施設提供 事業利用 

施設提供事業(施設の貸出)として、市民や芸術

文化団体、民間団体、プロモーターなどに施設

を貸し出す 

文化会館の主催・

共催事業 

休館日 や全館 清

掃・保守点検・メン

テナンス等 
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（3）施設エリアの分類 

施設は「市民が利用するエリア」と、施設が安心・安全に利用できるように維持

管理を行う「管理運営エリア」に分けられます。市民が利用するエリアとして、利

用申請者（以下、利用者）へ貸出を行う有料の「貸出エリア」、利用者以外も気軽

に訪れる事ができる「交流エリア」を設けます。 

「施設エリアの分類」（想定） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ＊市民活動促進のため、エントランスホール等の一部貸し出しについても今後検討していきます。 

 

 

「新文化会館 1階平面図」（想定） 

  

市民が利用するエリア市民が利用するエリア市民が利用するエリア市民が利用するエリア    

 
貸出エリア（利用者へ貸出）貸出エリア（利用者へ貸出）貸出エリア（利用者へ貸出）貸出エリア（利用者へ貸出）    

ホール 多目的ホール 楽屋 

会議室 練習室 託児室など 

交流エリア（オープンスペース）交流エリア（オープンスペース）交流エリア（オープンスペース）交流エリア（オープンスペース）    

エントランスホール＊ カフェ 

情報コーナーなど 

管理運営エリア管理運営エリア管理運営エリア管理運営エリア    

事務室 倉庫 ピアノ庫 機械室 舞台技術者控室 など 

    施設の貸出・活動支援           施設の維持・管理 



 

16 

 

2 利用規則 

（1）休館日 

管理運営計画においては、施設の適切な管理運営とランニングコスト(※)軽減のた

めに、なるべく利用者への影響が少ない形で、定期休館日を設けることを検討すると

していました。しかし、新文化会館は交流の拠点として、誰もが気軽に立ち寄れる開

かれた施設を目指していることから、旧文化会館と同様に休館日は原則年末年始（12

月 29 日から 1 月 3 日まで）のみとします。 

また、電気設備点検、保守点検、改修工事、全館清掃等により利用できない日も想

定されますが、支障のない部分は利用可能としたり、可能な限り利用者の希望に応じ

て開館できる施設を目指します。 

「近隣及び類似施設の休館日の状況」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2）開館時間 

新文化会館の開館時間は、費用対効果やこれまでの利用実態、近隣類似施設の運

営状況を考慮し、9 時から 22 時までを基本的な開館時間とします。 

また、受付窓口業務については、経費面を考慮し、19 時までとすることも検討し

ます。 

「近隣及び類似施設の開館時間の状況」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※※※※    ランニングコストランニングコストランニングコストランニングコスト    

施設などを運用、管理し続けるために継続的に必要になってくる維持管理費、光熱水費、修繕費などの費用。 

●年中無休：さくらホール(岩手県北上市) 

●年末年始のみ：旧鶴岡市文化会館 

●月 1回(概ね月の最終月曜日)＋年末年始：響ホール(庄内町) 

●毎週月曜日＋年末年始：希望ホール(酒田市)、南陽市文化会館 

●毎週火曜日＋年末年始：アルフォーレ(新潟県柏崎市)、aLa(岐阜県可児市) 

●毎週第 2及び第 4月曜日＋年末年始：りゅーとぴあ(新潟県新潟市) 

●毎週第 2及び第 4火曜日＋年末年始：カダーレ(秋田県由利本荘市) 

●8:30～22:00：旧文化会館 

●9:00～22:00：希望ホール、響ホール、南陽市文化会館、さくらホール、 

カダーレ、アルフォーレ、りゅーとぴあ 

●9:00～22:30：aLa 
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（3）時間区分 

近隣及び類似施設の設定状況を考慮し、ホール・多目的ホール（及び、楽屋・託

児室）は、午前(9:00～12:00)、午後(13:00～17:00)、夜間(18:00～22:00)、全日

(9:00～22:00)の 4 区分で施設提供を行います。 

一方で、ホールに比べ利用時間が可変的な練習室と会議室については、利用者の

利便性を考慮し 1 時間単位での施設提供を行います。また、多目的ホールについて

も、1 カ月前からは 1 時間単位での施設提供が行えるように計画します。 

搬出入や準備、片付けなどによる時間外の利用は、あらかじめ許可を得たものに

ついては柔軟に対応します。 

「近隣及び類似施設の時間区分の状況」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（4）利用申込方法（申込時期・受付方法） 

施設の設置目的に則り、市内の個人・団体が芸術文化活動で利用する場合、優先

的な利用ができるように計画します。ただし、利用希望日が重複した場合は、利用

者同士で話し合い調整するための利用調整会議を計画します。 

また、ホールや多目的ホールの利用者が、練習室や会議室など複数の諸室を同日

に利用する場合は、同時に利用申込ができるように計画します。 

インターネットによる利用申込の受付は、上記の利用調整会議の都合上、行いま

せんが、施設の空き状況の確認などはできるように計画します。 

なお、開館当初の利用申込時期や申込方法については、工事の進捗状況や開館に

向けた準備作業期間等を考慮する必要があるため、通常とは異なる時期や方法で受

付を行う施設が多いのが現状です。そのため、引き続き検討を行いながら、利用開

始前に、市広報やホームページなどを活用しながら利用者への周知を図ります。 

  

●午前(8:30～12:00)、午後(12:30～17:00)、夜間(17:30～22:00) 

旧文化会館 

●午前(9:00～12:00)、午後(13:00～17:00)、夜間(18:00～22:00) 

希望ホール、りゅーとぴあ、さくらホール※1、南陽市文化会館※2、 

カダーレ※2、アルフォーレ※3 

●午前(9:00～12:00)、午後(13:00～17:00)、夜間(18:00～22:30) 

aLa※2 

●昼間(9:00～17:00)、夜間 17:00～22:00) 

響ホール 

 

※1 1 カ月前に空きがある場合、ホールも 3時間まで時間単位で貸出。 

アートファクトリー(練習室・会議室等)は 1時間単位。 

※2 練習室・会議室等は、1 時間単位で貸出。 

※3 1 カ月前に空きがある場合、練習室・会議室等は 1時間単位で貸出。 
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「ホール・多目的ホールの利用申込方法」（想定） 

●ホール・多目的ホール・・・(例)10 月に利用する場合 

内容 時期 期間・時間 詳細 

先行受付 

(利用調整) 

13 カ月前 

(前年の 9 月) 

2 週間程度 市内の個人・団体が芸術文化活動で利用の

場合、先行受付を行う（来館・電話） 

※楽屋・託児室・練習室・会議室の同時予

約も可能 

指定の日時 締め切り後、予約が重複した場合は、後日

職員立会いのもとで利用調整会議を行い、

協議が整わない場合は抽選で決定する 

通常受付 

(先着順) 

12 カ月前の 

月の初日から 

利用日の 

2 週間前まで 

(前年の 10 月

1 日から) 

9:00～19:00 全ての利用について、先着順で受付 

※多目的ホールについては、利用日の 1

カ月前から、区分利用に加えて時間利用

についても受付 

※使用許可申請書については、使用日の 6 カ月前から 2 週間前までに提出する。 

「ホール・多目的ホールの利用申込時期のイメージ」（想定） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「練習室・会議室の利用申込方法」（想定） 

●練習室・会議室・・・(例)10 月に利用する場合 

内容 時期 期間・時間 詳細 

ホール等と 

の同時予約 

13 カ月前の

先行受付から 

 

 ホールや多目的ホールの利用者が控室等

で使う場合は、同時に利用申込可能 

先行受付 

(利用調整) 

7 カ月前 

(同年の 3 月) 

2 週間程度 市内の個人・団体が芸術文化活動で利用の

場合、先行受付を行う（来館・電話） 

指定の日時 締め切り後、予約が重複した場合は、後日

職員立会いのもとで利用調整会議を行い、

協議が整わない場合は抽選で決定する 

利用日 

利用日の 13 カ月前（先行受付期間） 

・先行受付期間：2週間程度 

※重複した場合、受付締切後に 

利用調整会議を実施 

利用日の 12 カ月前の月の初日から 

（先着順受付） 

申込締切日 

（2週間前） 

※多目的ホールは、利用日の 1カ月前から、 

時間利用についても受付開始 



 

19 

 

通常受付 

(先着順) 

6 カ月前の 

月の初日から 

当日まで 

(同年の4月1

日から利用日

当日まで) 

9:00～19:00 全ての利用について、先着順で受付 

※使用許可申請書については、使用日の 6 カ月前から当日までに提出する。 

「練習室・会議室の利用申込時期のイメージ」（想定） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「近隣及び類似施設の利用申込時期・受付方法の状況」 

施設名 利用申込時期・受付方法 

旧文化会館 利用日の 1 年前の日（8:30～22:00） 

重複した場合、申請者との協議 

響ホール 

（庄内町） 

利用日の 1 年前の日（9:00～22:00） 

重複した場合、申請者との協議により決定 

希望ホール 

（酒田市） 

●大ホール・小ホール：12 カ月前の初日に受付 

※大ホール・小ホールを催し物で利用し、控え室などとして練習室

1・2・3・会議室の利用を希望する場合は、1 年前予約も可能 

●練習室 1・2・3・会議室：6 カ月前の初日に受付 

【初日受付】9:00～15:00 

15 時までの申込（来館・電話）を同着とする 

○重複がない場合 

 そのまま予約が確定した旨を 15 時過ぎに電話連絡 

○重複した場合 

 ①15 時以降、各申込者に重複があった旨を電話連絡 

 ②各申込者と、調整会議を希望ホールの事務室で行う 

  18 時～文化スポーツ振興課職員立会いの下、調整会議を行い、

協議が整わない場合は抽選で決定 

【通常受付】9:00～19:00 

利用日 

利用日の 7カ月前（先行受付期間） 

・先行受付期間：2週間程度 

※重複した場合、受付締切後に 

利用調整会議を実施 

利用日の 6カ月前の月の初日から当日まで 

（先着順受付） 

ホールや多目的ホールの利用者が 

練習室や会議室を控室等で使う 

場合は、同時に利用申込可能 
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南陽市 

文化会館 

●大ホール・小ホール・展示ギャラリー 

①抽選申込期間 

・希望日の 12 カ月前の 1 日から 12 日まで、往復はがきで申込 

※希望日が重なった場合抽選 

②直接申込期間 

・使用する 11 カ月前の 1 日から当日まで、直接申込 

●その他の施設 

①直接申込期間 

・使用する 6 カ月前の 1 日から当日まで、直接申込 

【受付】9:00～17:00 

カダーレ 

（秋田県 

由利本荘市） 

☆抽選申込 

●大ホール（窓口申込のみ。9:00～22:00） 

・申込期間：使用日の 12 カ月前の月の 1 日～3 日 

・抽選日：使用日の 12 カ月前の月の 6 日 

●練習室・会議室など（インターネット申込可。24 時間） 

・申込期間：使用日の 3 カ月前の月の 1 日～3 日 

・抽選日：使用日の 3 カ月前の月の 6 日 

☆空き施設の申込 

・上記の翌日から先着順 

さくらホール 

（岩手県 

北上

市） 

●大ホール・中ホール 

・区分利用／利用日の 1 年前の月の 1 日から 1 カ月前まで 

・時間利用／利用日の 1 カ月前の月の 1 日から 2 週間前まで 

●小ホール 

・区分利用／利用日の 1 年前の月の 1 日から 1 カ月前まで 

・時間利用／利用日の 3 カ月前の月の 1 日から 2 週間前まで 

●アートファクトリー 

・単独時間利用／利用日の 3 カ月前の月の 1 日から当日まで 

・ホールと同日利用／ホールの申込と同時に受付 

※施設の利用申込受付開始日（毎月 1 日）の 18 時から受付を行い、

重複があった場合 18 時 30 分から利用調整会議 

りゅーとぴあ 

（新潟県 

新潟市） 

☆施設の設置目的に添う目的で利用 

●音楽ホール及び演劇ホール 

・全部利用：18 カ月前の第 1 受付日 

・一部利用(3 階席未使用の場合)：13 カ月前の第 1 受付日 

・練習目的で舞台のみ利用する場合：3 カ月前 

●練習室 6 カ月前から 

☆施設の設置目的に添う目的以外で利用 

●音楽ホール及び演劇ホール 

・全部利用、一部利用：13 カ月前の第 2 受付日 

●練習室 1 カ月前から 
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※複数の施設を同日又は連続する日程で併用するときは、受付開始

日の早い施設と同時に申込可能 

アルフォーレ 

（新潟県 

柏崎市） 

●大ホール（9:00～19:00） 

・本番利用：利用日の属する月の 12 カ月前の月の初日 

・練習利用：上記の翌日 

・舞台面練習利用：利用日の属する月の 1 カ月前の月の初日 

●マルチホール・練習室・会議室（9:00～19:00） 

・本番利用：利用日の属する月の 6 カ月前の月の初日 

・練習利用：上記の翌日 

・時間利用：利用日の属する月の 1 カ月前の月の初日 

※複数の施設を同日又は連続する日程で併用するときは、受付開始

日の早い施設と同時に申込可能 

aLa 

（岐阜県 

可児市） 

施設を使用する日が属する月を 3 カ月ごとの 4 期に分け、申込開始

日は期ごとにそれぞれ異なる 

 

(例)：1 期(4 月・5 月・6 月)の場合 

●主劇場または小劇場 

・申込開始日：1 年前の 4 月 1 日から 

・申込調整期間：4 月 1 日から 10 日まで 

・通常受付開始日：4 月 21 日 

●主劇場または小劇場以外 

・申込開始日：1 月 5 日から 

・申込調整期間：1 月 5 日から 11 日まで 

・通常受付開始日：1 月 21 日 

※調整期間の申込は先着順とせず、提出された「使用申込書」を参

考に調整する 

※複数の施設を同日又は連続する日程で併用するときは、受付開始

日の早い施設と同時に申込可能 

 

（5）連続使用 

連続使用は公の施設として公平性を重視し、特定の利用者や団体が長時間占用す

ることがないように、旧文化会館と同様に、原則 5 日以内とします。 

「近隣及び類似施設の連続使用の状況」 

 

 

 

 

 

 

●3日以内：カダーレ（ギャラリーは 7日まで） 

●5日以内：旧文化会館、希望ホール 

●7日以内：南陽市文化会館 

●10 日以内：aLa 

●制限なし：響ホール、さくらホール、りゅーとぴあ、アルフォーレ 
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（6）優先予約 

旧文化会館や本市が管理する他施設を参考として、本市の主催事業及び共催事業

等の催事、及び全国大会など規模の大きな催しについて特に必要と認めた場合は、

一般の使用に優先し、先行申込より早い時期の予約を可能とするように計画します。 

 

（7）使用料の設定 

①使用料の基本的な考え方 

  施設の管理運営にかかる経費は、利用者に負担していただくことが基本ですが、

それのみでは市民が使いやすい使用料とはならないため、市の文化予算（文化への

投資）と合わせてまかなわれています。使用料は、利用者が施設利用を判断するう

えで重要な要素であり、施設の設置目的に合致する利用が促進されるように、受益

者負担の原則(※)を踏まえつつ、市民が利用しやすい料金を検討していくことが求

められます。 

「施設の使用料のしくみ」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  旧文化会館の使用料は近隣の同規模ホールに比べると廉価な料金で設定されて

いました。新文化会館では、設備仕様が高度化されること、また舞台や施設規模も

大きくなることでランニングコストが今まで以上に掛かることが想定されます。新

文化会館の使用料については、以上のことも踏まえたうえで、全国の同規模施設や

近隣の類似施設の状況も参考としたうえで使用料を設定します。 

  また、全日使用時の使用料については、区分使用(午前・午後・夜間)の場合に比

べて、多少廉価な設定とし、長時間でも利用しやすい形とします。 

  なお、冷暖房使用料は、基本使用料に含めると分かりやすい料金体系になります

が、使用の有無に関わらず同一料金となるため不公平感が生まれたり、過度な利用

を誘発しかねないため、環境や維持管理コストに配慮し旧文化会館と同様に別料金

とします。 

 

 
※※※※    受益者負担の原則受益者負担の原則受益者負担の原則受益者負担の原則    

利益を受ける者がその利益に見合った経費を負担すべきとする原則。 

 

施設の管理運営経費施設の管理運営経費施設の管理運営経費施設の管理運営経費  施設の運営や維持管理に関わる費用 

 

施設の使用料施設の使用料施設の使用料施設の使用料    

利用者利用者利用者利用者((((受益者受益者受益者受益者))))の負担の負担の負担の負担    

施設の利用者(受益者)が料金を 

支払って、施設を借りて利用する 

市の文化予算市の文化予算市の文化予算市の文化予算((((文化への投資文化への投資文化への投資文化への投資))))    

市民が使いやすい料金に設定するため、 

文化への投資として、市の文化予算で 

負担する 
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「近隣及び類似施設の開館年・客席数・メインホールの席単価(1 席・1時間あたり)の状況」 

施設名 

(開館年月) 

全日利用時の 

基本使用料(円) 

冷暖房 

使用料 

席数 

(席) 

時間 

席単価

(円) 

旧文化会館 

(S46.5) 

平 日 39,300 

土日祝 49,700 

別 1,247 13.5 

2.33 

2.95 

希望ホール 

(H16.7) 

平 日 83,520 

土日祝 100,190 

含む 1,287 13 

4.99 

5.99 

響ホール 

(H11.10) 

42,000 別 504 13 6.41 

南陽市文化会館 

(H27.10) 

平 日 60,400 

土日祝 72,500 

別 1,403 13 

3.31 

3.97 

さくらホール 

(H15.11) 

平 日 72,000 

土日祝 86,400 

含む 1,310 13 

4.23 

5.07 

カダーレ 

(H23.12) 

平 日 64,900 

土日祝 77,880 

含む 1,110 13 

4.50 

5.40 

りゅーとぴあ 

(H10.10) 

平 日 252,000 

土日祝 336,000 

含む 1,884 13 

10.29 

13.72 

アルフォーレ 

(H24.7) 

平 日 102,450 

土日祝 122,710 

含む 1,102 13 

7.15 

8.57 

aLa 

(H14.7) 

91,500 含む 1,019 13.5 6.65 

 

②使用料の割増・割引及び減免 

  使用料の割増・割引については、旧文化会館や本市の施設及び近隣類似施設を参

考に、ルールを設定します。 

  また、減免については、旧文化会館の基準を基本としながら、これまでと同様に

学校などの教育機関が使いやすい形を検討します。 

「使用料の割増・割引」（想定） 

 

 

 

 

 

 

③付帯設備使用料 

  施設の使用料とは別に、設備や備品などの付帯設備の使用料は、ホール・諸室の

利用時間区分に合わせて設定します。付帯設備使用料の算出にあたっては、近隣の

類似施設の使用料を参考にして設定します。 

 

・土日祝日に行う催しについては、使用料を割増する。 

・営利を目的とする使用については、使用料を割増する。 

・バルコニー席を使用しない場合は、割引とする。 

・ホールを準備・練習のために使用する場合は、割引とする。 
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なお、舞台照明設備及び舞台音響設備については、申込時の簡便化を図るため、

セット料金の設定も検討していきます。 

導入する備品については、平成 29 年度の開館に向けて、今後検討を行い決定し

ます。 

 

④使用料の支払い 

ホールや練習室等の使用料は原則「前納」とします。支払い方法や、利用変更、

キャンセル時の取り扱いなどについても、今後検討を行います。 

  また、付帯設備使用料は、実際に使用した設備や備品、区分により異なるため、

使用後に精算する形とします。 
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Ⅳ.運営主体・組織 

1 運営主体・組織の検討経緯 

運営主体・組織の検討経緯は、以下のとおりです。 

鶴岡市文化会館整備基本計画（平成 24 年 3月策定）より 

 

 

 

 

 

 

 

鶴岡市文化会館管理運営計画（平成 26 年 3月策定）より  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 運営主体の考え方 

運営主体には、以下のようなことが求められます。 

Ⅲ.運営主体・組織 

◆地域の芸術文化事情に精通し、市内外に広域なネットワークを有している◆地域の芸術文化事情に精通し、市内外に広域なネットワークを有している◆地域の芸術文化事情に精通し、市内外に広域なネットワークを有している◆地域の芸術文化事情に精通し、市内外に広域なネットワークを有している    

地域に根ざし、将来的に本市の芸術文化の担い手となる地域人材の育成ができる

ように、地域の芸術文化事情に精通し、市内外に広域なネットワークを有している

ことが必要です。 

新しい文化会館の管理運営については、これまでと同様に、指定管理者制度に指定管理者制度に指定管理者制度に指定管理者制度に

よる民間活用を基本としたよる民間活用を基本としたよる民間活用を基本としたよる民間活用を基本とした運営運営運営運営を目指すこととします。 

基本理念に基づく事業運営を継続して遂行するためには、市民の参加・協力に

よる運営が重要となることから、新たな指定管理者にもなりうる運営体制の構築

も視野に、芸術文化団体などを核とした市民による運営組織づくり芸術文化団体などを核とした市民による運営組織づくり芸術文化団体などを核とした市民による運営組織づくり芸術文化団体などを核とした市民による運営組織づくりを検討してい

く必要があると考えます。 

基本理念に基づく事業運営を継続して遂行するためには、市民の参加・協力

による運営が重要となることから、新たな指定管理者にもなりうる運営体制の

構築も視野に、芸術文化団体などを核とした市民による運営組織づくり芸術文化団体などを核とした市民による運営組織づくり芸術文化団体などを核とした市民による運営組織づくり芸術文化団体などを核とした市民による運営組織づくりを検討

し、早期に運営主体を決定する必要があります。 

また、新文化会館の基本理念や使命を実現するためには、専門性の確保と市

民参加を適切に実現できる組織づくりが必要と考えられます。「劇場、音楽堂

等の活性化に関する法律」においても、制作者、技術者、経営者、実演家など、

事業を行うために必要な専門的能力を持つ人材を養成、確保することが求めら

れています。 

多様な文化活動を行っていくために、各分野において事業を企画・立案・実

施していく役割を担い、また文化活動を行う市民や利用者に対して適切に支援

を行うことができる専門家の配置を検討します。 

◆◆◆◆ハード・ソフト両面に知見を有し、ハード・ソフト両面に知見を有し、ハード・ソフト両面に知見を有し、ハード・ソフト両面に知見を有し、利用者目線の柔軟で効率の良い運営ができる利用者目線の柔軟で効率の良い運営ができる利用者目線の柔軟で効率の良い運営ができる利用者目線の柔軟で効率の良い運営ができる    

市民に施設利用や自主事業を提供するうえで、芸術文化のハード・ソフト両面に

知見を有し、比較的利用の多い、夜間や土日祝日などの施設提供にも柔軟に対応で

きる、利用者目線の業務が行えることが必要です。 
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3 指定管理者制度(※2)の導入 

（1）運営主体についての比較検討 

直営と指定管理について、それぞれの特徴を比較すると以下のようになります。 

 

「直営と指定管理の比較」 

 

直営 指定管理 

（財団、特定非営利活動（NPO）法人

など） 

事業の継続性 長期的な視点での事業計画が立てやす

いが、職員の異動があり、予算が単年

度主義(※3)である 

指定管理期間は有期限であるため、指

定管理期間が短期の場合、長期的な事

業計画が立てにくい 

財源の確保 市の予算、公的な助成団体からの助成

金などが主な財源になる。企業や個人

からの寄付や協賛金等を踏まえた収支

計画が立てにくい 

市からの指定管理料、公的な助成団体

からの助成のほか、企業や個人からの

寄付や協賛金等の確保に積極的に取り

組める 

職員雇用による

特徴 

市職員の場合、人事異動などにより、

専門性のある職員の継続的な配置が難

しい 

専門性のある職員の雇用はしやすい 

職員の雇用や配置が柔軟にできる 

自主事業の実施 市の芸術文化振興施策、館の方針に沿

った自主事業を行うことができる 

芸術文化に精通している場合は、質の

高い自主事業が期待できる 

年度にわたる事

業計画 

予算が単年度主義のため、複数年にわ

たる大型事業が企画しにくい 

複数年にわたる事業計画が立てやすい 

 

 

※※※※1111    アートマネジメントアートマネジメントアートマネジメントアートマネジメント    

芸術及び芸術が持つ力を社会に普及させることで、人々の心豊かで創造的な活動を活性化し、地域の文化を

向上させることを目的とした活動等の総称。 

※※※※2222    指定管理者制度指定管理者制度指定管理者制度指定管理者制度    

地方自治体が所管する公の施設について施設の管理・運営を民間会社等の団体に委任することができる制度。

民間のノウハウを導入することにより、利用者サービスの向上や効率化等の効果が期待される。 
※※※※3333    単年度主義単年度主義単年度主義単年度主義    

会計年度ごとに予算を編成し、当年度の支出は当年度の収入でまかなうべきであるとする考え方。 

◆◆◆◆市民参加を適切に実現できる市民参加を適切に実現できる市民参加を適切に実現できる市民参加を適切に実現できる    

文化会館の基本理念を実現していくためには、運営をサポートする組織や友の会

などの市民参画組織と協調性を持ちながら、市民が芸術文化に参加できるしくみづ

くりが実現できることが必要です。 

◆◆◆◆専門性の確保と専門性の確保と専門性の確保と専門性の確保と技術や事務能力の技術や事務能力の技術や事務能力の技術や事務能力の向上向上向上向上がががができるできるできるできる    

文化会館が地域に果たす役割を十分に理解し、地域や国内の芸術文化の知識やア

ートマネジメント(※1)への高い意欲、高い専門性などを持ったスタッフの確保、また、

適切な研修や実務経験などで職員の育成ができることが必要です。 
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（2）運営主体の選定 

これまでの経緯や運営主体の考え方、直営と指定管理の特徴を比較検討した結果、

新文化会館の管理運営については指定管理者制度を採用します。 

また、指定管理者には、芸術文化団体などを核とした運営組織がふさわしいと考え

ます。 

 

（3）指定管理者制度導入スケジュール 

指定管理者制度による民間活用を基本としたこれまでの計画に基づき、平成 30 年

度から指定管理者制度を導入します。平成 30 年度から指定管理とする場合、平成 27

年度中には指定管理者になりうる運営組織の検討を行い、平成 29 年度中には指定管

理者を選定し、議会の承認を経て基本協定を締結し、指定管理者を正式に決定します。 

平成 29 年度は年度途中から開館するため、本市の場合、通常、指定管理者制度の

導入は年度当初からであることに加え、開館記念事業は市の重要施策であることから、

開館時は本市が責任を持って運営していきます。指定管理者への移行時には、館の運

営に支障をきたさないように引継ぎを行います。 

「指定管理者制度導入スケジュール」 

 

 

（4）新文化会館に関わる組織の相関イメージ 

 本市、指定管理者、外部組織の相関イメージは、おおむね次の図のように想定され

ます。 

 指定管理者は市の施策を反映し、市民の意見や要望を活かした事業展開を図ること

が重要になります。また、市と指定管理者は、芸術家、市民参画組織、周辺の類似施

設や観光関連施設などとも連携・協力しながら、新文化会館が本市の芸術文化の拠点

施設となるよう、基本理念を目指していく必要があります。 

  

指定管理者制度を導入する時期は、平成指定管理者制度を導入する時期は、平成指定管理者制度を導入する時期は、平成指定管理者制度を導入する時期は、平成 30303030 年度とします。年度とします。年度とします。年度とします。    
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「新文化会館に関わる組織の相関イメージ」

 

 

 

（参考）「H27.1.31 の管理運営ワークショップで各グループから出された新文化会館のキャッチコピー」 

 

 

 

 

 

 

  

グループ 1「人づくり、物づくり、街づくり～市民と行政の共創の場～」 

グループ 2「鶴岡から世界へ！世界から鶴岡へ！！」 

グループ 3「地域の財産を活かし市民が参加できるまちづくりの拠点～まちの元気拠点！！～」 

グループ 4「掘って、繋いで、輝かせる～地元の資源や人材を最大活用～」 
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4 運営体制 

（1）運営体制のイメージ 

指定管理した場合のイメージは、下図のように想定されます。具体的な組織の体

制については、今後検討していきます。 

 

「運営体制のイメージ」（想定） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※※※※    ファンドレイズファンドレイズファンドレイズファンドレイズ    

資金調達。文化施設で用いる場合、施設営業や事業広報等を含む幅広い資金調達関連業務のこと。 

【外部委託】【財団、NPO法人など】

館長 事務局長

または

副館長

事業

経営

総務

広報

庶務、経理

施設提供（貸館）

広報、宣伝

営業、ファンドレイズ(※)

自主事業 保守、メンテナンス

清掃

警備

照明

音響

施設管理

舞台設備操作、管理
舞台技術

普及事業
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（2）業務内容 

新文化会館の役職と主な業務内容は、下表のように想定されます。各職員は担当

業務を持っていますが、お互いが各業務を補完でき、貸館受付、来館者サービスな

どの日常業務は全員が行えることが望まれます。また自主事業を行う際の事前準備

や事後の後片付けなどは、職員と市民サポーターの協力体制により行うことも考え

ています。 

 

「運営主体の部門、担当、主な業務内容」（想定） 

部門 担当 主な業務内容 

館長 ・統括 

事務局長 ・現場責任者、各スタッフの総合管理 

経営 

・ 

総務 

・ 

広報 

庶務、経理 ・人事・労務管理、法務、契約、文書管理、資料管理、備品管理、外部委託

業務対応、経理会計（予算・決算・出納など） 

施設提供

（貸館） 

・貸館スケジュールの管理 

・施設の利用調整 

・施設利用者へのアドバイス など 

営業、ファ

ンドレイ

ズ 

・行政や関係機関との連絡調整 

・企業、各種団体の助成、協賛金等の獲得 

・共催、後援、協賛先の開拓、促進 

・友の会の会員募集、管理 など 

広報、宣伝 ・施設及び主催事業の各種広報、機関誌やパンフレット等の作成 

・ホームページ・情報通信技術の活用に関する業務 

・チラシ、ポスター、DM 等の作成、配布 など 

施設管理 ・施設管理、建築・機械・電気設備等の日常運転・監視・保守点検 

・施設内の警備、清掃 など 

事業 

自主事業 ・「育成事業」「参加・体験事業」「鑑賞事業」「地域発信事業」「交流・

にぎわい事業」の企画・制作から実施に至る業務 

・共催・後援等の調整 

・各種事業に関する調査研究、情報収集 

・自主公演の企画立案、事業企画書、収支予算書等の作成 

・市民サポーターの募集、サポーター組織の運営 など 

普及事業 ・ワークショップ、アウトリーチなどの参加・体験事業の企画、制作から実

施に至る業務 

・次世代を担う子どもたちに関わる育成事業の企画、制作から実施に至る業

務 など 

舞台

技術 

舞台設備

操作、管理 

・事業実施時のプランニングや舞台機構操作、舞台運営、舞台機構・照明・

音響の各設備や大道具備品の日常管理やメンテナンス 

・舞台技術者等による利用者支援や講座などの実施 

・照明、音響の外部委託対応、調整 
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（3）外部委託に関する業務 

① 専門家 

 文化会館の管理運営においては、マネージメントの助言や支援、組織運営のア

ドバイスを行うアドバイザーや、高度な自主事業の企画やプロデュースを行う芸

術監督やホールプロデューサーなどが考えられます。他の職務との兼任といった

場合も多いため、非常勤や年間契約などの雇用形態が比較的多いのが特徴です。 

新文化会館に適した専門家の配置については、今後検討していきます。 

「専門家のイメージ」（想定） 

アドバイザー ・マネージメント対応、支援、助言 

・他文化施設との連携事業、情報交換、対応 など 

芸術監督 ・高度な自主事業の企画、制作 など 

ホールプロデュー

サー 

・自主事業のブレーンとして職員、スタッフと事業全体のプロデュース 

など 

 

② 舞台技術 

舞台の公演の際には、その現場を支える高度な専門技術を持ったスタッフが必

要です。中でも照明や音響、舞台機構などの操作といった業務は公演の内容によ

っては常駐のスタッフだけでは業務を補えません。日頃から高度な専門知識や技

術、また複数名のオペレーターが必要とされる公演があることを考え、外部業者

との連携、協力体制を整えておく必要があります。 

「舞台技術のイメージ」（想定） 

照明技師、オペレー

ター 

・照明プランの制作から、照明機器の設置、操作まで照明に関すること 

・照明設備・備品の管理運営 など 

音響技師、オペレー

ター 

・音響プランの制作から、音響設備の設置、操作まで音響に関すること 

・音響設備・備品の管理運営 など 

舞台機構 ・舞台機構設備の管理運営、大道具備品の管理運営 など 

・舞台空間における大道具などを企画、制作 など 

 

③ 施設管理 

  日常的に施設を利用者が安全で快適に使っていくには、施設の維持管理が欠か

せないため、施設管理には経験や資格を有する外部業者への委託が考えられます。 

「施設管理のイメージ」（想定） 

保守、メンテナンス ・舞台機構や機械、空調、電気などの保守、点検、メンテナンス など 

警備 ・警備システムによる監視、巡回 など 

清掃 ・定期的な施設の清掃 など 
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1 市民参加の推進 

新文化会館では、市民参加による魅力ある自主事業を展開や、市民サポーターの

管理運営の協力・環境づくりによる心地よい空間の提供などを行い、多くの市民が

新文化会館の活動に参加していくことを目指します。 

 

（1）開館前から市民参加の試みを行うことによる効果 

・一人でも多くの市民に新文化会館への認知度、親和性を高めていく 

・市民が文化や芸術に関心を持つ機運を高めていく 

・市民が新文化会館の活動を理解し、支援する機運を醸成していく 

・文化や芸術への参加を通して、新たな市民のつながりを築いていく 

 

（2）開館後に市民参加を行っていくことにより期待されること 

・市民と文化会館のパートナーシップを築いていく 

・芸術文化活動を支える市民リーダーを育てていく 

・市民が主体となる自立した芸術文化活動を促進させていく 

 

（3）市民参加を進めるにあたっての考え方 

・個々の市民が備える様々な能力や機会を活かす 

・お互いを尊重し、無理を強いることなく相互に可能なことから始める 

・いつでも、誰でもが参加できる窓口を開いておく 

・活動や参加について時間軸を踏まえて成長させていく 

・施設設置者、管理運営者、そして市民にとって良好な関係を築いていく 

 

「目指す市民参加の例」（文化会館管理運営計画より） 

分類 概要 効果など 

鑑賞への 

市民参加 

・会員組織の立ち上げ 

 

・市民の口伝による動員は、集客に貢献することが期待さ

れる 

・鑑賞者の育成及び動員に効果が期待される 

・市民の施設に対する関心を高めることができる 

事業への 

市民参加 

・事業企画への参加 ・施設が実施する事業について、個々の市民が備える専門

性を活かした支援を行っていくことが期待される 

 施設管理・ 

運営への 

市民参加 

・清掃、除雪等の施設

管理関連のボラン

ティア 

・もぎり、客席案内、

介助、通訳等の運営

関連のボランティ

ア 

・ボランティアに関しても、市民が備える能力を個々に活

かした支援が期待される 

・施設の維持、管理の一部に関わることで施設への愛着が

湧き、また施設に対する関心も高まり、集客にもつなが

ることが期待される 

・施設や事業への理解を高めることや、支援する市民相互

の新しい出会いをつくり出すことが期待できる 

Ⅳ.市民の参加や協力 
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・舞台スタッフの養成 ・中高生や大学生などの若者から積極的に管理や運営のボ

ランティアに参加してもらうことで、未来を担う世代の

関心が高まり育成にもつながる 

・対価として有償（現金ではなく、地域通貨(※1)や施設使

用料金の割引などの場合もある）での支援も検討を行う 

評価への 

市民参加 

・アンケートの実施 

・運営委員会の設置 

・事業や運営の評価、見直しなどを行うことで、より市民

が求める事業や運営が行われることが期待される 

 

 

2 市民サポーターの設置 

新文化会館における活動に多くの市民が参加し、市民とともに芸術文化の拠点とし

ての機能をつくり上げていくため、「市民サポーター」を設置します。市民に新文化

会館の活動や舞台芸術を身近に感じてもらえるよう、公演の際にチケットのもぎり 

(※2)、客席案内などの運営支援や、普及活動を行うことを想定しています。 

 

（1）市民サポーターの検討、準備 

平成 28 年度から新文化会館の開館年に向け、市民サポーターの活動内容や活動

期間などの募集要項、サポーター組織の運営形態、運営のしくみについて、検討、

準備していきます。 

 

（2）市民サポーターの募集 

市民サポーターの活動内容や活動期間などの募集要項が決定したら、本市の広報

やホームページ等を活用し募集していきます。 

 

（3）市民サポーターによる研修の実施 

募集に応じた市民に対し、接遇研修などを実施し、円滑な公演を行えるよう市民

サポーターの体制を整えていきます。 

  

（4）市民サポーター活動の実施 

研修実施後、フロントスタッフ（チケットもぎり、客席案内）などから、市民サ

ポーターの活動を開始していきます。 

 

 

 

 

 

 

※※※※1111    地域通貨地域通貨地域通貨地域通貨    

限られた特定の地域や施設内だけで利用できる通貨。 

※※※※2222    もぎりもぎりもぎりもぎり    

劇場・映画館・競技会場などの入場口や受付で、入場券の半券をもぎ取ること。 
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3 友の会の設置 

 「友の会」とは、特定の施設や事業に対して賛同・支援することを目的とした任意

の会員組織制度のことを言います。いち早く公演情報をお知らせしたり、チケット割

引などの会員特典を付与される場合もあります。新文化会館においても、「友の会」

の設置を検討していきます。 

 

（1）友の会の検討、準備 

平成 28 年度から、友の会の会員サービス内容や、年会費などを検討していきま

す。近年は年間パスポートといった形態による鑑賞への市民参加もあるため、それ

らの方法も合わせてシミュレーションなどを行い、検討、準備していきます。 

友の会のサービス内容など募集要項が決まったら、広く市民や県内外の方から会

員を募集していくために、パンフレット等を作成し、友の会の会員募集、受付の準

備をしていきます。また、紙媒体だけではなく、情報通信技術を活用した募集の準

備もしていきます。 

 

（2）友の会の会員募集 

パンフレットや情報通信技術を活用し、友の会の会員募集を行います。新文化会

館の事業に対する関心を高め、より多くの市民が芸術文化に触れる環境を整備して

いきます。 

（参考）「山形県内、及び隣県の主な友の会設置施設の状況」 

区分 

山形テルサ 

（山形市）806 席 

高畠町文化ホール 

（高畠町）800 席 

アルフォーレ 

（柏崎市）1,102 席 

りゅーとぴあ 

（新潟市）1,884 席 

名称等 テルサメンバーズクラブ まほら友の会 個人賛助会員 N-PAC mate 

年会費 2,000 円 無料 2,000 円 2,700 円 

主催事業等 

の優先販売 

有り 

（1 公演 2 枚まで） 

無し 

 

有り 

（1 公演 2 枚まで） 

有り 

(一部枚数制限有り) 

主催事業等 

の会員割引 

有り 

（1 公演 2 枚まで） 

有り 

 

原則 5％割引 

（2,000 円未満除く） 

原則 10％割引 

 

主な 

情報発信 

会報の発行、公演情報の

ダイレクトメールサービス 

公演情報の送付 情報誌の送付 

公演情報やチケット発

売情報の送付 

その他 

年会費・チケット代金自動

引き落としサービス/チケ

ット郵送サービス/アーテ

ィスト色紙プレゼント/ドリ

ンク割引サービス/新規

入会、更新の際、粗品プ

レゼント/テルサフィットネ

ス ク ラ ブ の 入 会 金 が

100％off 

会員証の発行 会員証の発行 

チケット郵送サービス/

代金自動引き落としサ

ービス/ドリンク券サービ

ス/抽選でチケットプレ

ゼント/リハーサル等の

招待/レストラン等の割

引 
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1 収支の考え方 

（1）収支の考え方と目指す運営 

新文化会館は、施設の規模も大きくなり多様な設備も有することに加え、これ

までの貸館事業中心の管理運営だけでなく自主事業なども積極的に展開していく

ことから、管理運営にかかる経費は大きくなることが想定されます。新文化会館

は、本市の芸術文化振興の拠点施設として、より多くの市民に施設を利用してい

ただき、様々な鑑賞や参加、交流のための機会が得られるように、受益者負担の

原則を踏まえつつ、市民が利用しやすい料金を検討していく必要があります。使

用料収入だけで運営経費の全てをまかなうことはできないことから、市による一

定の公費負担が発生します。 

市による公費負担は、芸術文化を通じた市民やまちへの投資として捉えていく

必要がありますが、継続性をもって安定的な管理運営を行うためには、より効率

的・効果的な運営を目指していく必要があります。 

 

（2）収支の基本方針 

 

 

 

 

 

 

  

Ⅴ.収支計画 

◆収支両面における経営努力を行う 

 新文化会館の経営については、より効率的、効果的な管理運営を行い、支出経

費の節減に努めるとともに、公的機関からの助成金や企業・個人等からの寄付・

協賛金など外部資金の獲得を積極的に図り収入確保に努めます。 

◆市の公費負担が、市の芸術文化振興の投資となるような運営を行う 

 新文化会館を運営するうえでは、市による一定の公費負担が発生します。こ

の負担を芸術文化を通じた市民やまちへの投資として捉えていただけるよう、

より多くの市民に利用・参加していただける事業を展開し、職員のスキルアッ

プを図りながら質の高い管理運営を行います。 
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2 収入の構成（指定管理者制度を導入した場合） 

指定管理者の主な収入として想定される項目とその内容は、次のとおりです。 

「指定管理者の収入内容の想定」 

項目 内容 留意点 

市からの収入 ・指定管理料、事業受託料など 

・市の助成金、補助金 

・事業方針に沿った業務を着実に遂行

し、市民サービスの向上に努める 

事業収入 ・自主公演のチケット代 

・ワークショップ、アウトリーチ参加費な

ど 

・国や県、助成団体からの助成金、補助金 

・助成金や補助金など資金調達を積極

的に行い、市民が参加しやすい自主

事業の料金設定を検討していく 

その他収入 ・民間からの協賛金、寄付金 

・広告などによる収入 

・チケット販売受託手数料など 

・外部資金獲得のため、積極的な活動

を展開する 

※使用料収入は、市への納付を予定。 

 

3 支出の構成（指定管理者制度を導入した場合） 

指定管理者の主な支出として想定される項目とその内容は、次のとおりです。 

「指定管理者の支出内容の想定」 

項目 内容 留意点 

人件費 ・施設運営や事業展開のために配置が必要

な職員に係る経費 

・一定水準の事業を継続的に実施する

ために必要な専門人材を確保する 

維持管理費 

 

・設備メンテナンス、警備、清掃、舞台設

備保守点検に係る経費 

・軽微な修繕費 

・市民の日常的なニーズに対応できる

ように、安全、安心な施設の維持管

理に努める 

事務費 ・各種機器のリース代や消耗品費、通信費

などに係る経費 

・広告宣伝費など施設の運営業務に係る経

費 

・公立文化施設等保険料など 

・経費節減に努めながら、市民ニーズ

に対応していく 

・事故や災害は、様々な状況を想定し、

事前の対策を図る 

事業費 ・公演やワークショップなど自主事業等に

係る経費 

・質の向上と経費節減のバランスを考

慮する 

※光熱水費は、市からの支出を予定。 

 

4 利用料金制について 

 指定管理者制度を導入した場合、指定管理者が安定的な運営を行えるように、当

面は利用料金制によらない運営をすることとします。 

 将来的に、施設運営の収支実績が蓄積されたうえで、集客・利用促進が収入の増

につながり、指定管理者の自主的な経営努力を引き出す誘因になると判断した場合

は、利用料金制の導入を検討していきます。  
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1 広報活動の考え方 

（1）広報活動の目的 

管理運営計画では、広報計画の基本的な考え方を「施設の認知度を高め、様々な

事業への参加を促し、利用の拡大を図るために、多様な情報媒体を活用し、市民さ

らには県内外の住民に対しても定期的かつ継続的な広報活動を行う」として策定し

ました。 

管理運営実施計画ではこれらを踏まえ、事業の取り組みや展開などを効果的に広

報活動で行い、集客や利用者の拡大、施設のイメージアップ、事業の活性化等を図

っていきます。 

 

「広報活動による新文化会館の活性化循環図」 

       

 

 

2 広報活動の計画 

（1）開館前の広報活動の計画 

 新文化会館が開館する前に市民の新文化会館への期待や機運を高め、多くの市民

から事業に参加をしていただくために、平成 28 年度から平成 29 年度にかけ、本市

の広報やホームページ等により、プレイベント、開館年に向けた事業の案内等の広

報活動、パンフレットによる開館告知などを実施していきます。また、開館の半年

前位には新文化会館のホームページ等を立ち上げ、ホームページにより施設の構成

や機能、事業などを市民へ周知していきます。他にも工事現場の進捗状況を市ホー

ムページで周知するとともに、現場見学会も開催し、新文化会館への理解や関心を

促します。 

また、多くの市民から新文化会館に愛着や親近感を持っていただくために、平成

28 年度に愛称を公募し、決定していきます。また、愛称にあったシンボルマークな

どをデザインします。愛称やシンボルマークの周知は、本市の広報やホームページ

等を活用し、広く市民にお知らせしていきます。 

  

知らせる

（広報・口コミ）

見に行く

（観客・利用者）

おもしろくなる

（企画・公演）

評判があがる

（活動・事業）

Ⅵ.広報計画 
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「開館前の広報活動内容」（想定） 

媒体・方法 内容 

市の広報・ホームページ

等による告知 

・新文化会館の改築に合わせ、広報「つるおか」や市ホームページ等に開

館に向けたプレイベント、開館記念事業などの情報を掲載する 

仮パンフレットの配布 ・仮パンフレットにより施設概要や事業内容などの開館告知を行う 

新文化会館ホームペー

ジ立上げ 

・開館時期に合わせ、施設概要や空き状況、市民参加活動、開館記念事業

や開館後の事業などの情報を提供するホームページの立上げを行う 

工事の進捗状況の公開 ・工事現場の進捗状況を市ホームページで周知する 

・現場見学会の開催を行う 

愛称の募集、シンボルマ

ークのデザイン 

・愛称を募集する 

・愛称にあったシンボルマークをデザインする 

 

 

（2）開館後の広報活動の計画 

  開館後は、本パンフレットやチラシ、機関誌等の紙媒体による情報提供、情報通

信技術の活用による広報活動より市民への施設の周知や、新文化会館の事業や活動

内容を知ってもらうといった広報活動を中心として行うとともに、利用者や運営を

サポートする市民を増やすための広報活動を展開していきます。他にも、専門誌や

一般紙、テレビやラジオ等、各種媒体を通じて県内外への施設情報の発信も実施し

ていきます。 

 

「開館後の広報活動内容」（想定） 

媒体・方法 内容 

本パンフレット、チラ

シ、機関誌等の配布 

・本パンフレット、チラシ、機関誌等の紙媒体による事業案内や施設概要、

利用促進のための情報提供を行う 

情報通信技術の活用に

よる広報活動 

・新文化会館ホームページによる施設概要や空き状況、事業結果や事業予

定、市民参加についての情報提供を行う 

・SNS(※1)や動画配信サービスによる施設や事業の PR を行う 

その他の広報活動 ・専門誌や一般紙、テレビやラジオ等、各種媒体を通じて、全国に向けて

施設情報を発信する 

・プロモーター(※2)等への施設 PR を行う 

 

 

 

 

 

 

※※※※1111    SNSSNSSNSSNS    

Social Networking Service の略。インターネット上の交流を通して社会的ネットワークを構築するサービス。 

※※※※2222    プロモータープロモータープロモータープロモーター    

コンサートやイベント等の興行主。  
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1 安全対策と危機管理体制の構築    

（1）日常の安全対策 

建築基準法では、ホール施設は不特定多数の利用に供する特殊建築物に位置付

けられ、耐震や防火など、来場者の安全確保のための基準が厳しく設けられてい

ます。また、消防法や興行場法においても、不特定多数の集客施設として、非常

口・通路幅・危険物の持ち込み禁止・使用制限など、観客の安全に関わる事項が

細かく規定されています。 

多くの人が集まる新文化会館では、こうした法律の遵守はもちろん、事故や事

件を防止し、人の生命や健康を守ることは、施設管理者としての社会的・公共的

責任です。利用者の安全と安心を確保するために、以下のような対策を講じてい

く必要があります。 

 

（参考）「劇場・ホールに求められる安全対策」（劇場・音楽堂等人材養成講座テキスト基礎編より） 

施設の安全確保・

安全点検 

設備の不具合を早期に発見するために、館内の巡視を頻繁に実施する。また、

日頃から、不審物を発見しやすいよう整理整頓を心がける。避難や防災設備

の作動の障害になる場所に物を置かない。 

施設内の警備 職員だけでなく実際に館内にいる委託業者や臨時職員、施設利用者などの人

員を含めた警備体制にする。夜間、休館日については、自動警備システムの

導入や警備専門会社への委託も視野に入れて警戒態勢を確保する。 

公演時の人員配

置計画 

公演を円滑に運営し、かつ緊急事態発生時に適切に対応できるよう、公演が

ある時には人員配置計画を立てる。公演内容や来館者の特性を考慮のうえ、

施設利用者と協議して、各持ち場の責任者や人数を設定する。 

防災設備・資機材

の整備 

防災設備・資機材の棚卸しを定期的に行い、設置場所、個数、使用期限（電

源の残量含む）、点検日時を台帳やパソコンなどで管理する。 

防災教育・訓練の

実施 

平常時から緊急時の役割分担や情報連絡系統などを明確にしておくととも

に、リスクマネジメント実務を行う責任者が中心となって、定期的に防災教

育・訓練を実施する。 

警察署・消防署に

よる指導 

施設の安全管理及び危機管理は、適宜、警察署や消防署の指導を受け、それ

に従って行う。 

 

（2）施設利用者と安全意識の共有 

施設の貸館時に事故などが起きないようにするため、施設管理者は利用者との

事前打ち合わせなどを通して、お互いに安全に対する共通認識を持つことが重要

です。 

また、旧文化会館に比べ施設の規模も大きくなり、館内には新しい設備も増え

ることから、日頃から安全ルールの周知徹底はもちろん、緊急事態発生時の対応

や会場警備体制などについて、十分に話し合う必要があります。 

  

Ⅶ. 危機管理・リスクマネジメント 
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（3）大規模災害等の安全対策 

文化会館の管理運営においては、常に不測の事態が想定されます。危機的状況

を招く主だった要因としては、以下のものが考えられますが、例えば、火災など

の際に適切な情報提供がなされないと、観客が慌てて出口に殺到し、将棋倒しに

なって多数の死傷者が出るといった事態が起こり得ます。また、「友の会」を組織

する場合は、会員の個人情報の漏えいなどのリスクを常に抱えています。 

こうした危機的状況やリスクへの対応を間違えれば、施設や組織の存亡にも関

わってきます。そのような事態に陥らないためにも、日頃から、スタッフの危機

管理意識を醸成し、もし発生したとしても被害を最小限に抑えるような危機管理

体制を構築しておく必要があります。 

（参考）「劇場・ホールにおける危機的状況に至る要因」（劇場・音楽堂等人材養成講座テキスト基礎編より） 

自然災害 地震災害、風水害など 

事故 火災、停電、人身事故、設備損壊、周辺施設の事故 

テロ・騒動 大規模テロ、不審者侵入、爆破予告、異臭騒ぎ、放火、感染症、観客騒動 

その他 情報漏えい、パソコンウィルスの侵入、不祥事、損害賠償など 

 

（4）防災体制構築と緊急時対応マニュアルの整備 

  施設が火災や大地震に見舞われれば、大惨事につながりかねません。施設側は、

常に緊急事態を想定し、いかなる場合でも適切な対応が図れるように備えておき、

災害や事故等が発生した場合は、直ちに必要な措置を講じます。 

 備えの 1 つ目は、防災体制の構築です。館内事故や火災、地震などの天災に備え

て、個々の職員の役割を明確にした対応組織をつくり、定期的に各種訓練を行いま

す。なお、劇場・ホールでは消防法により最低 1 名の「防火管理者」の配置が義務

付けられています。 

 備えの 2 つ目は、緊急時対応マニュアルの整備と危機管理体制の確立です。緊急

時の対応手順についてマニュアル化しておき、さらに、それら緊急時対応の手順や

非常用経路、緊急連絡先、指示命令系統などを職員の目にとまる所に掲示したり、

業務中に携帯させたりするなど、周知徹底します。さらに、職員全員で定期的にマ

ニュアルを再点検し、修正を重ねて施設の実態にあったものにしていく必要があり

ます。 

「危機管理対策内容」（想定） 

・消防法等、法律に基づいた対策の徹底や防火管理者の配置、訓練の実施 

・想定される緊急事態ごとのマニュアルの整備 

・非常口・避難経路・消火栓・消火器等の配置箇所の周知と非常放送設備等の確認 

・救急用品、AED の常備など応急救護対策 

・館内の監視、利用者への安全・防犯意識の指導 

・警察署や消防署による指導と連絡体制の構築 
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（5）研修と訓練の実施 

災害や緊急事態などの危機的状況に速やかに対応するためには、日頃の研修や訓

練が重要です。訓練はマニュアルに則したものとなりますが、職員が少ないときの

対策など、様々な状況を想定した訓練が必要です。そうした訓練を繰り返すことに

よって、マニュアルの問題点が改善され、実態に則したものになっていきます。 

新文化会館では、施設に勤務するすべての職員や市民ボランティアを対象とし、

定期的に研修や訓練を実施します。 

また、近年は、避難訓練コンサート(※1)のような「観客参加型訓練」が実施され

るケースが増えており、参加者の安全管理に充分配慮した内容での実施を検討して

いきます。 

（参考）「緊急時対応」（劇場・音楽堂等人材養成講座テキスト基礎編より） 

①発見時の通報・連絡 ・発見者の通報 

・防災機関等への通報 

・関係者間の連絡 

②対策方針の決定・人員配備 ・対策方針の決定 

・人員配備 

③避難誘導 ・場内アナウンス 

・避難経路の確保 

・避難の開始 

・避難誘導の終了 

・周辺への対応 

 

 

2 施設・設備の維持管理 

（1）保守点検と設備更新・改修の考え方 

新文化会館はホール機能を中核とした施設であり、地域の芸術文化の拠点として

の役割を果たすには、舞台設備がいつでも安全かつ良好な状態で使える必要があり

ます。また、市民が頻繁に足を運んでくれるように、客席はもちろん、エントラン

スやホワイエ(※2)などの空間も快適である必要があります。加えて、安全面からも、

施設や館内の設備を良好な状態に保つことが必要です。 

こうした建物本体や館内の設備・機器の維持管理業務は、保守点検と設備更新・

改修の 2 つに大別できます。 

 

 

 

 

 

 
※※※※1111    避難訓練コンサート避難訓練コンサート避難訓練コンサート避難訓練コンサート    

公演の最中に災害などが発生した場合を想定して、観客からも避難訓練に参加してもらうことを前提に実施

するコンサート。 

※※※※2222    ホワイエホワイエホワイエホワイエ    

劇場やホールなどの施設で、入り口からホールまでの間にある広い空間。  
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（参考）「保守点検と設備更新・改修の概要」（公立文化会館運営ハンドブック「ホールマネジメント」より） 

保守点検    各種機器の機能を常時適正に発揮させ、常に安全かつ良好な状態に保つことを目的

とした定期点検のことをいう。具体的には定期的な巡視や機器の調整、及び測定、

清掃を行い、機器に不具合や故障が発生した場合には軽微の部品交換や修繕により

機能を維持する。 

設備更新・

改修 

ホールが長期的に良好な状態と機能を保つことができるように、設備の更新や改修

を行っていく。例えば、各舞台設備機器が経年劣化により、通常の保守点検では安

全かつ良好な状態を保つことが困難となる時点を予測し、機器本体の交換やそれに

伴う改修の時期や経費を事前に検討し、手当てしていく。 

 

（2）保守点検 

保守点検の目的と種類、範囲は概ね以下の内容が想定されます。通常、これら保

守点検業務は専門業者に委託しますが、新文化会館の職員自らも、施設や設備へ常

に目を配ることが重要です。 

（参考）「保守点検の概要」（公立文化会館運営ハンドブック「ホールマネジメント」より） 

点検の目的 安全確保、機能維持、故障の復旧 

点検の種類 日常点検、定期保守点検、臨時点検 

点検対象 館内設備 ・空調設備、電気設備、給排水設備、自動ドア、エレベーター、シャッ

ター、電話交換設備、施設案内設備、OA 機器ほか 

防災設備 ・消防設備、防災設備、警備設備ほか 

舞台設備 ・舞台機構、舞台照明、舞台音響、映像機器、ピアノ、舞台備品ほか 

その他 ・駐車場設備、植栽ほか 

 

（3）設備更新・改修 

日常的に保守点検に取り組んでいても、経年劣化による施設や設備の更新や改修

などの問題は避けられません。改修が求められる背景や要因には、施設や設備の老

朽化に限らず、法律改定による既存不適格化、当初は想定できなかった利用実態か

らの必要性、舞台技術の進展、表現形態の多様化など利用者ニーズの高度化などが

あります。 

長期的な視点に立って、修繕・改修計画等の策定についても検討していきます。 

（参考）「改修が求められる背景と要因」（公立文化会館運営ハンドブック「ホールマネジメント」より） 

建物や設備の老朽化 どのような施設であれ、施設や設備は老朽化し、対応が必要となってき

ます。 

法律改定による既存不

適格化 

耐震関連、建築基準法などは、年代とともに大きく変化しています。そ

のため、建設当時は問題がなかったものでも、対応が求められるケース

があります。 

当初は想定できなかっ

た利用実態からの必要

性 

実際に使われていく中で初めて分かる利用特性に、より的確に対応して

いくために、求められる施設機能の拡充など、施設や設備の改修が必要

になる可能性もあります。 
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舞台技術の進展、表現

形態の多様化など利用

者ニーズの高度化 

舞台設備や音響、照明等の技術は日々進歩しており、利用者の拡大を図

るために、耐用年数に達していなくても設備機器の更新が求められるケ

ースも考えられます。 

 

 

（参考）「設備更新・改修の対象」（公立文化会館運営ハンドブック「ホールマネジメント」より） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【【【【更新・更新・更新・更新・改修場所】改修場所】改修場所】改修場所】 
・ホール客席 
・ホール舞台、幕、オーケストラ迫り 
・舞台機構、舞台照明、舞台音響 
・ホワイエ、エントランスホール 
・多目的ホール、練習室、会議室、楽屋、シャワー室 
・搬出入関係 
・トイレ、託児室 
・エレベーター 
・機械室、電気室、空調室、給排水、配管、配線など 
・備品（ピアノ、仮設花道等） 
・事務室 
・建物外装、外壁 
・屋上、屋根、非常口 
・駐車場、駐輪場   
・その他 

【工事内容】【工事内容】【工事内容】【工事内容】 
・更新 
・改修  
・防水 
・造成、植栽 
・補修、修繕、修理 
・診断、検査 
・設置、取り付け 
・撤去、移設 
・整備、オーバーホール 
・洗浄 
・塗装    
・その他 

【工事目的】【工事目的】【工事目的】【工事目的】 
・バリアフリー 
・被災、復旧 
・耐震 
・セキュリティ 
・防災 
・利便性 
・その他 
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3 リスクマネジメント(※)（法令遵守） 

（1）個人情報保護 

業務上知り得た個人情報の取り扱いについては、個人の権利や利益の侵害の防止

のために、情報管理の担当職員を置くなど必要な措置を講じます。 

情報漏えいは外部からの侵入によるものだけでなく、職員や関係者による人為的

なミスや意図的な持ち出し・流出によるものが多いため、施設においてどのような

情報を扱っているか整理し、情報ごとに定めた運用ルールを徹底することが必要で

す。また、情報の利用目的を明確にし、目的以外の利用がされていないか定期的な

点検を行い、不要となった情報は適切な方法で廃棄し、情報漏えいのリスクを無く

します。 

（参考）「情報漏えいを防ぐための対策例」（公立文化施設の危機管理/リスク・マネジメントガイドブックより） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

※※※※    リスクマネジメントリスクマネジメントリスクマネジメントリスクマネジメント    

リスクを未然に防止するため、想定されるリスクに適切に対応できるよう日常業務を管理すること。 

①施設において、どのような情報が扱

われているか整理する。 

・情報の種類（個人情報、クレーム対

応記録、決算資料、各種マニュアル

など）  

・情報の発生（活用）場所（窓口、FAX、

TEL、メールなど） 

・情報の保管場所（棚、机の引き出し、

ファイル、パソコンなど）  

・情報の利用目的（チケット送付、DM、

業務改善、報告など）   

②各情報の運用ルールを決める。 

・発生（受付）から登録、照会、廃棄における取扱者（権限者）  

・利用（活用）目的、方法の限定  

・保管場所（紙及びデータ）の管理方法   

③情報漏えい対策の検討をする。 

・アクセス権限者、パスワード設定、ウィルス対策  

・鍵の管理方法、誤送信防止対策など 

④情報が適切に扱われているか、定期的に点検する。 

・情報が適切に保管されているか  

・運用ルールは守られているか（不合理性はないか） 

・不正なアクセスはないか など 

「情報管理体制をつくる」「情報管理体制をつくる」「情報管理体制をつくる」「情報管理体制をつくる」    

「教育・「教育・「教育・「教育・指導を行う」指導を行う」指導を行う」指導を行う」    

①運用ルールを全職員に周知する。 

②外部研修を受講する。 

・情報管理担当者だけでなく、できれば職員全員が受講する  

③自治体が実施する研修を受講する  

・全員が受講できない場合、受講者は施設に戻って他の職員に受講内容

を伝える。  

④業務委託、アルバイト等に対

しても運用ルールを指導、徹

底する。 

・必要に応じて秘密保持の契約

を結ぶ  
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（2）著作権の保護 

 芸術文化活動に伴い著作物を使用する際は、関連する法令を遵守します。また、

施設利用者に対しても必要に応じてアドバイスを行うとともに、施設で作成した著

作物についても適切な管理を行います。 

 

（参考）著作権とは（公立文化会館運営ハンドブック「自主事業」より） 

著作権法は、著作物を創作した人（著作者）やそれに関する人の権利を守り、著作物が正し

く利用されるようにすることを目的とした法律です。 

 法律では、著作物とは「思想または感情を創作的に表現したものであって、文芸、学術、美

術又は音楽の範囲に属するもの」（著作権法 2 条 1 項 1 号）と定義され、具体例として①小説・

脚本・論文・講演など、②音楽、③舞踊・無言劇（パントマイム）、④美術、⑤建築、⑥図形、

⑦映画、⑧写真、⑨プログラムなどがあげられています。 

 ただし、こうしたものがすべて著作物というわけではなく、著作物と見なされるためには、

あくまで「思想又は感情」を「創作的」に「表現」した「もの」でなければなりません。 

これを基本に、ある作品（音楽や戯曲、舞台美術）が著作物である場合を考えたとき、そこ

には「著作権」という権利の固まりが生まれ、それが著作者の権利として保護されます。 

 これら著作権を総じて言えば、著作権を持つ著作権者には、無断で著作物を利用されない権

利、許可なく他人が「複製」したり「上演」したりすることを禁止し、差し止める権利がある

ということです。ですから、他者が著作物を使用したいときには、著作権者に使用を願い出て、

許可を得なければなりません。 

 なお、例外として、子どもの演劇発表会や音楽発表会などのような、営利を目的とせず、観

客から入場料等を受け取らず、出演者など実演家に報酬が支払われない場合は、著作者（著作

権者）の許諾を得なくても良いことになっています。 

著作権（著作財産権）の種類 

複製権 

印刷、コピー、写真撮影、録音、録画などの方法によって著作物を再製す

る権利 

上演権・演奏権 著作物を公に上演したり、演奏したりする権利 

上映権 著作物を公に上映する権利 

公衆送信権など 

作物を放送・有線放送したり、インターネットにアップロード（送信可能

化）したりして、公に伝達する権利 

口述権 著作物を朗読などの方法で口頭で公に伝える権利 

展示権 美術の著作物と未発行の写真著作物の原作品を公に展示する権利 

頒布権 映画の著作物の複製物を頒布（販売・貸与など）する権利 

譲渡権 映画以外の著作物の原作品または複製物を公衆へ譲渡する権利 

貸与権 映画以外の著作物の複製物を公衆へ貸与する権利 

翻訳権・翻案権など 著作物を翻訳、編曲、変形、翻案する権利 

二次的著作物の利用に

関する権利 

二次的著作物については、二次的著作物の著作権者だけでなく、原著作者

も上記の各権利を持つ 
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参考資料－1 

 

鶴岡市文化会館管理運営実施計画アドバイザー会議設置要綱 

 

（設置） 

第１条 鶴岡市文化会館（以下「文化会館」という。）の整備基本計画（平成２４年

３月策定）及び管理運営計画（平成２６年３月策定）に沿った管理運営実施計画を

策定するに当たり、有識者等より助言をいただき計画に反映するため、鶴岡市文化

会館管理運営実施計画アドバイザー会議（以下「アドバイザー会議」という。）を

設置する。 

（所掌事項） 

第２条 アドバイザー会議は、次に掲げる事項を検討する。 

(1)文化会館の管理運営実施計画に必要な自主事業、開館記念事業、運営システム、

市民参加等に関すること。 

(2)前号に掲げるもののほか、文化会館の管理運営に関して市長が必要と認める事

項。 

（組織） 

第３条 アドバイザー会議は、アドバイザー６人以内で組織する。 

２ アドバイザーは、総合アドバイザー１人及び地元アドバイザー５人以内を、次に

掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

 (1)識見を有する者 

 (2)地元の関係機関・団体等の代表又は構成員 

（任期） 

第４条 アドバイザーの任期は、委嘱の日から平成２７年１０月３１日までとする。

ただし、補欠のアドバイザーの任期は、前任者の残任期間とする。 

（総合アドバイザー） 

第５条 総合アドバイザーは、アドバイザー会議を代表し、会務を総理する。 

（会議） 

第６条 アドバイザー会議は、市長が招集する。 

２ アドバイザー会議の議長は、総合アドバイザーが行う。 

３ アドバイザー会議は、必要があると認めるときは、アドバイザー以外の者に出席

を求め、意見を聴くことができる。 

（庶務） 

第７条 アドバイザー会議の庶務は、教育委員会社会教育課において処理する。 

（委任） 

第８条 この訓令に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

 

附 則 

 この要綱は、平成２６年１１月４日から施行する。 

  



 

参考資料－2 

 

鶴岡市文化会館管理運営実施計画アドバイザー会議名簿 

 
（敬称略） 

■ 総合アドバイザー 

氏  名 所 属 等 区  分 

草 加 叔 也 

公益社団法人全国公立文化施設協会アドバイザー 

有限会社空間創造研究所 代表 

（元文化会館管理運営計画検討委員会アドバイザー） 

  

 

■ 地元アドバイザー 

氏  名 所 属 等 区  分 

穂 積 恒 雄 

東田川文化記念館館長 

（元文化会館管理運営計画検討委員会委員長代理） 

有識者 

梅 津 芳 春 

利用者団体（邦楽） 

（元文化会館管理運営計画検討委員会検討委員） 

関係機関・団体等 

柿 﨑 泰 裕 

利用者団体（洋楽） 

（元文化会館管理運営計画検討委員会検討委員） 

（元文化会館整備検討委員会委員） 

〃 

伊 藤 裕美子 

利用者団体（演劇） 

市民参加型ミュージカル制作担当 

〃 

大久保 紀 子 

鶴岡男女共同参画グループさんかく事務局 

（元文化会館改築設計者選定委員会委員） 

（元文化会館整備検討委員会委員） 

〃 

 

■ 事務局 

氏  名 所 属 等 職  名 

難 波 信 昭 鶴岡市教育委員会 教育長 

小細澤   充     〃 教育部長 

佐 藤 正 哉 鶴岡市教育委員会社会教育課 課長 

岡 部 信 宏     〃       文化主幹 

熊 坂 めぐみ     〃       芸術文化主査 

齋 藤 正 浩     〃       芸術文化係長 

原 田 孝 昭     〃       芸術文化係専門員 

眞 田 千 裕     〃       芸術文化係主事 

三 浦   譲     〃       芸術文化支援員 

 

  



 

参考資料－3 

 

鶴岡市文化会館管理運営実施計画アドバイザー会議等の経過 

 

〈平成２６年〉 

１１月２０日 

 

第１回管理運営実施計画アドバイザー会議 

・委嘱状交付、会議の運営、開館記念事業について 他 

〈平成２７年〉 

１月３１日 

 

第１回管理運営ワークショップ 

「新文化会館を活かした活動、事業計画」 

２月２１日 

 

第２回管理運営ワークショップ 

「市民参加・市民参画を考える」 

３月１９日 

 

第２回管理運営実施計画アドバイザー会議 

・事業計画、市民の参加や協働について 他 

４月３０日 

 

第３回管理運営実施計画アドバイザー会議 

・開館記念事業、プレイベントについて 他 

８月２０日 

 

第４回管理運営実施計画アドバイザー会議 

・運営主体、開館記念事業、市民参加について 他 

１０月２９日 第５回管理運営実施計画アドバイザー会議 

・管理運営実施計画（案）について 他 

 市民からの意見公募（パブリックコメント） 

 鶴岡市文化会館管理運営実施計画 策定 

 


